
国の出先機関の原則廃止（ブロック単位での移譲）の経緯

「地域主権戦略大綱」閣議決定22年６月

第４ 国の出先機関の原則廃止（抜本的な改革）

２ 改革の枠組み
（５） 柔軟な取組
（地方の発意による選択的実施）
事務・権限の地方移譲の実効性を確保する観点から、事務・権限
の特性にも留意しつつ、全国一律・一斉に取り扱うのではなく、地方
の発意による選択的実施による柔軟な取組を可能とする仕組みを検
討・構築する。
（広域的実施体制）
その際、都道府県や市町村の単位を前提とするもののみならず、
広域性を有する事務・権限の地方移譲を推進し、その実効性を確保
する観点から、関係する自治体間の意思決定や責任の所在の明確
化にも留意しつつ、自治体間連携の自発的形成や広域連合など広
域的実施体制の整備に応じて、事務・権限の移譲が可能となるよう
な仕組みも併せて検討・構築する。

22年12月（関西）

九州地方知事会・関西広域連合の提案22年10月（九州）

九州地方、関西地方から、それぞれ、九州広域行政機構(仮称)、
関西広域連合という受け皿に対し、国の出先機関（8府省13機関）を
丸ごと移管するという提案がなされる。

民主党の政権政策Manifesto2009（抄）21年７月

【政策目的】
国と地方の二重行政は排し、地方にできることは地方に委ねる。
【具体策】
国の出先機関を原則廃止する。



「アクション・プラン」閣議決定

１ 出先機関の事務・権限をブロック単位で移譲することを推進する
ための広域的実施体制の枠組み作りのため、所要の法整備を行う。

（１）広域的実施体制の在り方について
広域連合制度を活用するための諸課題について検討を行った上
で、新たな広域行政制度を整備する。

（２）事務・権限移譲の在り方について
出先機関単位で全ての事務・権限を移譲することを基本とする。
全国一律・一斉の実施にこだわらず、広域で意思統一が図られた
地域からの発意に基づき移譲する仕組みとする。

（４）スケジュールについて
平成24年通常国会に法案を提出し、準備期間を経て26年度中に
事務・権限の移譲が行われることを目指す。

22年12月

関西、九州共に、当面の移譲希望機関として、①経済産業局、②
地方整備局、③地方環境事務所を提示。

関西、九州から移譲希望機関提示23年５月

東日本大震災発生23年３月

第１回「アクション・プラン」推進委員会23年２月

広域的実施体制について、具体的意思を有する各地域の知事から
それぞれの考え方を説明。



第２回「アクション・プラン」推進委員会23年７月

「広域的実施体制の枠組み（方向性）（案）」を了承。

第15回地域主権戦略会議23年12月

第13回地域主権戦略会議23年10月

総理から、次期通常国会に法案を提出するとの強い意思が表明
された。

24年３月 第６回「アクション・プラン」推進委員会

関係８府省政務と各地域の知事が出席し、議論。

基本構成案について議論。
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